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戦後米国財政の歴史と現状

平　井　規　之

1．はじめに

　本稿は，戦後米国財政の歴史と現状を検討する．

しかし，それだけ言っただけでは，課題が大きすぎ

て意味が不明であるから，まず課題の意味と報告の

意図を明らかにしておこう．

　戦後米国財政の歴史と現状を解明するには，理論

的政策的数量的にさまざまな接近が可能である．歴

代政権の財政政策の推移を検討する行き方，軍事国

家と福祉国家（warfare　state　vs　welfare　state）との

二大原理の対抗が財政にどのように表現されてきた

かなど，直ちに1，2のアプローチの仕方を挙げるこ

とができる．

　ここでは，当面の米国財政について一般の関心を

引いている財政赤字と連邦債務の累積を手掛りにし

て戦後米国財政論のいわば序説を与えようとする．

　1990年代が始まったとき，90年忌アメリカ財政

の初期条件として与えられていたのは，巨額の財政

赤字と連邦債務の累積であった．財政赤字が合衆国

の公的生活におけるトピックスの1つとしていかに

重要であるかは，92年大統領選挙の経過によく現れ

ている．すなわち，ペローの第三党運動が意外な善

戦を示したのは，もちろん一般選挙民の従来の三大

政党政治のあり方への不満のゆえであったが，その

ことを公の舞台に明るみに出したきっかけを与えた

のは，当初財政赤字をイッシューとして強調したの

がペローだけだったことであり，財政赤字を通して

のべローの二大政党攻撃が効を奏することとなり，

かつまた，財政赤字が大統領選のイッシューの1つ

に結局なったからである．二大政党側には，同じ重

要問題である医療保険制度と共に財政赤字を大統領

選のイッシューからはずすことで事実上の合意があ

ったように見えるが，それをペローは打破したので

ある．

　さて，連邦政府は，家計と会社（企業）から税と手

数料を通じて収入を徴収し，さまざまの政府プログ

ラムに資金を支出する．ある会計年度に，政府が収

入として徴収した額以上の支出を行えば，連邦政府

は赤字を出す．一般の議論で，財政赤字あるいは予

算赤字と言われるのは，いわゆる「統合赤字」

（uni丘ed　de五cit）であり，それは当年度における連邦

政府の現金総支出と現金総収入の差額である．1992

会計年度について言えば，連邦政府は，個人・法人

所得税，社会保険税と拠出金，および他のいくつか

ゐ財源から1兆900億ドル（GDPの18．6％に相当）

を受け取り，移転支払，財・サービスの購入，およ

び利払いで1兆3800億ドル（23．5％）を支出し，約

2900億ドルの赤字を出した．

　連邦政府がその収入を超える資金を調達するため

には，公衆（the　public），つまり非政府セクターから

この赤字に相当する規模の借入れを行わなければな

らない．赤字をめぐる最も際立った関心事はそこに

ある．

　非政府セクターの保有にかかる連邦債務一これ

が経済学的に意味のある国債の計測値である一は，

財務省短期証券と財務省中・長期債券（Treasury

bills，　notes，　and　bonds），貯蓄債券（U．　S．　savi㎎s

bonds），お．よぴ財務省が公衆に売りに出すその他の

連邦政府債券の残高の総計である．1992会計年度

末で，非政府セクターが保有する連邦債務は約3兆

ドルであった．

　もっとも，財政赤字がトピックになっているのは，

連邦政府財政が赤字を出しているというただそれだ

けの事実なのではなく，その「巨額性」である．

　実際，ここであらためて確認しておけば，合衆国

連邦政府が各年度末に赤字を計上することそれ自体

は珍しいことではなく，むしろ黒字を計上する年度

末の方がはるかに少ない．いま，1930年代の大不況

と第2次大戦中の連年赤字は別としても，第2次大

戦後，連邦政府が黒字計上で会計年度を終えたのは，

1947－49年度のあとは，1950年代で3年（51，56，お

よび57年），60年代で2年（60，および69年）だけ

であり，70年代に入ってから現在に至るまで，黒字

を計上した会計年度は1年もないというのが実状で
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ある．だから，現在における財政赤字の話題性を支

えているのは，財政赤字の事実それ自体ではなく，

赤字と債務の「巨額性」である．そこで，その「巨

額性」を確認しておこう．・

　もっとも，この「巨額性」を示すために，アメリ

カの財政赤字の規模はヨーロッパの小国の1つない

し複数合計のGNPよりはるかに大きいといった比

較を行うことは，大きさの対比が鮮明ではあるけれ

ども，意解がない．ここでは，アメリカ財政そのも

のに即してその時間の流れの中で現在の財政赤字を

替えることにする．同じく連年赤字を出してきた．と

いっても，時間が新しくなるにつれて目につくこと

は，その桁数が格段の上昇を見せてきたことである．

すなわち，同じく財政赤字と言っても，1960年代末

まではその赤字額は数十億ドルの単位を出ず，スタ

グフレーションと石油ショックの70年代において

も数百億回目単位で数えられるものであったが，80
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　モ年代にはもはや数千億ドルの単位を割ることはなく

なり，いまや90年代半ばまでに連邦財政赤字が

4000億ドルを超えるかどうかが関心の的となって

いる．

　連邦債務，つまり国債残高は，1980会計年度末で

7000億ドル強だったのが，現在では3兆ドルになろ

うとしている．連邦政府は，この10年内外のあい

だに，建国以来の連邦債務の3倍以上の国債を発行

したことになる．

　尋れが，連邦政府の財政赤字と累積債務の「巨額

性」の概観である．この「巨額性」をさらに際立た

せているのは，それが例えばインフレの産物である

というような簡単な説明では済まされない性格のも

のだということである．「1980年代におけるアメリ

カ財政政策への新しいアプロ臥チはたんなる赤字で

はなく大幅な赤字を生み出した．すなわち，たんに

インフレのゆえではなく，われわれが生産し稼得し

た額に比べて真に大きいがゆえに巨額の，赤字を生

み出した．大幅赤字は景気が弱まったときに出始め

たが，経済が拡大してもさらに増大した」1）．

　さて，以上見てきたことをまとめると，現在米国

財政は近年見られる赤字と債務の巨額性のゆえに関

心の焦点の1つとなっているが，一方では戦後米国

財政の趨勢のうちに赤字への傾きが見られることも

事実である．したがって，本稿では，赤字問題の由

来を戦後米国財政の歴史的経過の中に求めると同時

に，「たんなる赤字ではなく，大幅な赤字を生み出し

た」レーガ．ンニブッシュ政権の財政政策の意味と位

置づけを検討したい．

2．戦後財政支出の推移

　　　　　　　　2－1。はじめに

　本稿では，戦後米国財政の支出の側と収入の側の

推移を時間を通して検討し，そこから得られる特徴

をまとめるという行き方をとる．「あったものとし

て」の財政の流れを追跡する．この行き方を歴史的

分析として徹底させるためには，支出側あるいは収

入側の総体を支える一定時点での合衆国におけるコ

ンセンサスを確定するだけでなく，支出それ自体に

おいても，国防費，人的資源経費等々のそれぞれの

支出一「予算権限」（budget　authority）と実際の

「支出」（outlays）一を支える軍事外交政策，福祉

政策等々を確定しなければならない．これは今後の

課題として残しておき，本稿では政府収入と支出の

項目別機能別の組合せと比重の転移を洗うにとどめ

ている．

　　　　　　　2－2．機能別支出

　連邦政府支出（oudays）は，機能別分類によって

与えられ，全体としての機能構造は大きく18の分

野（機能function）に分けられ，各機能はさらに小分

類の機能（subfunctiop）に分けられる．別に，機能

別支出をさらに大分類のサマリーで与えるために大

分類の機能（superfunction）が与えられる．表1－a

示それであり，以下に示すのが，大分類の機能とそ

れに統括された機能である．

　　国防

　　人的資源

　　　教育・訓練・雇用・社会サービス

　　　保健

　　　医療

　　　所得保障

　　　ソーシャル・セキュリティ

　　　退役軍人給付・サービス

　　物的資源

　　　エネルギー

　　　天然資源・環境

　　　商業・住宅信用

　　　運輸

　　地域開発
　　純利払

　　その他

　　　国際問題
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表i－3　機能（大分類）別連邦政府支出

国　防　　人的資源　　物的資源　　純利払 その他 U．o．　r　　連邦総支出

（単位；百万ドル）

1950　　　　　13，742

1955　　　　　42，729

1960　　　　　48，130

1965　　　　　50，620

1970　　　　　81，692

1975　　　　　86，509

1980　　　　133，995

1985　　　　252，748

1990　　　　299，331

14，211　　　　　　3，667

14，908　　　　　　　2，732

26，184　　　　　　　7，991

36，576　　　　　、11，264

75，349　　　　　　ユ5，574

173，245　　、　　　35，449

313ρ374　　　　　　65，985

471，822　　　　　　56，789

619，327　　　　　124，619

　4，812

　4，850

　6，947

　8，591

14，380

23，244

52，538

129，504

184，221

7，955

6，718

7，760

17，086

17，286

27，487

44，996

68，227

60，896

一1，817　　　　　　42，562

－3，493　　　　　　　68，444．

一4，820　　　　　　92，191

－5，908　　　　　　118，228

－8，632　　　　　　195，649

－13，602　　　　　　332，332

－19，942　　　　　　590，947

－32，698　　　　　　946，391

－36，615　　　　　1，251，778

〔出所〕8吻8’げ伽ひSGo㎎辮泌朗’F｝71993，　Suppl㎝ent　February　1992，　Part　5，

　　　Table　3－1．

　一般科学。宇宙・技術

　農業

　司法

　一般行政

U．0。r．

　以上，国防はfunctionがそのままsuperfunction

になっている．ちなみに，・国防を構成するsubfunc・

tionを挙げれば次の通りである．

国　防

　国防省一軍事：

　　軍事要員（人件費）

　　運営・維持（0＆M）

　　調達

　　研究開発・テスト・評価

　　軍事建設

　　家族住宅

　　その他

　原子力エネルギー国防活動

　国防関連活動

　最後に挙げてあるU．o．r．は，　Undistributed　o貿一

setting　receiptsの略で，「分配されない相殺収入」

と仮に訳しておく．offsetting　receiptsまたは

。鉦setti㎎collectionsと1ま，連邦政府のビジネス型

あるいは市場志向型の活動などから徴収される貨幣

額で，予算会計上，政府収入総額に算入されずに，

政府支出を計算するうえでの支払いからの控除とし

て一つまり支出に対する。仔setsとして一扱わ

れる．「分配されない」の意味を述べれば，例えば国

有林から伐採される材木の売上げは農務省Forest

Serviceの「分配」に帰するが，これに対して近年目

・立つ大陸棚のリースによる地代とロイヤルティは当

該省庁によって「分配」されない．分配，非分配の

意味はそこにある．

　　　　　　　　2－3，国防支出

　表1－bで，政府総支出に占める国防支出の動きを

各年でどれば，戦後の国防支出には3つのサイクル

が確認できる．第1のサイクルは1954年（69．5％）

にピークに達し，65年（42．8％）にトローフに至り，

第2のサイ「．クルは，1968年（46．0％）にピークを打ち，

1980年（22．7％）でトローフに達し，第3のピークは

1987年（28。1％）に確認され，以来現在に至るまで下

方線をたどっている．第1のピークは朝鮮戦争時で

あり，第2のピークはベトナム・ビルドアップを示

しており，そして第3の・ピークが平時における軍拡，

すなわちレーガン軍拡を表現している．政府支出に

占める国防支出の割合というタームで見れば，3つ

のピークはその時間的順序で小さくなっていること

がわかる．

　ちなみに，国防支出を対GDP比で見ると，1954

年間13．4％，65年は7。5％，68年は9．6％，80年は5．1

％，87年は6．3％である．国防支出がGDPの10％

以上を占めることは50年代を除いてない．

　こうした国防支出のサイクルに応じて，国防支出

のsubfunctionがどうなっているかは興味あるとこ

ろであるが，1953年から64年までの期間，1968年

から69年までの期間，および80年代半ばにおいて

は，調達費が最大の費目を占め，1948年から52年

までの期間，および1969年から80年代のレーガン

軍拡のピークに至る期間は，軍事要員人件費と運

’営・維持（0＆M）が最大の費目を占めている．つ
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表1－b　機能（大分類）別連邦政府支出

　国防

A　　B
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A　　B．　A　　B
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A
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1
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．

3
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1
1
1
1
1
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8
5
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4
3
3
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2
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2
4
3
2
3
3
3
3
3
3
4
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4
4
4
5
5
6
6
6
6
8
0
3
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4

1
1
1
1
1
1
1
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1
1
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1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
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1
1
1
1
1
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18．7　　3。0　　　－4，3　　－0．7　　　　16．0

10．3　　　1．5　　　　－5．1　　－0．7　　　　　14．5

6．4　　L3　　　－5．0　　－1．0　　　　19．9

7．7　　　1．6　　　　－4．7　　－1．0　　　　　20．9

6．4　　　1．2　　　－4．8　　－0．9　　　　19．3

9．8　　　1．8　　　　－5．1　　－0．9　　　　　17．8

10．6　　　1．8　　　－5．1　　－0．9　　　　17．0

9．4　　　1．7　　　　－5，4　　－0。9　　　　　17．5

8．4　　　1．5　　　　－5．3　　－1．0　　　　　18．4『

10．0　　　1．9　　　　－5．0　　－1．0　　　　　19．2

8．4　　　1．5　　　　－5．2　　－1．0　　　　　18．2

8．8　　1．7　　　－4．9　　－0．9　　　　18．9

11．6　　　2．2　　　　－4．9　　－1．0　　　　　19．3

13．0　　　2．5　　　　－5．2　　－LO　　　　　19．0

13．9　　　2．6　　　－4．8　　－0．9　　　　18．9

14．5　　2，5　　　－5．0　　－0．9　　　　17．6

12．6　　2．3　　　－4．9　　－0．9　　　　18．2

10．9　　　2．2　　　　－4．6　　－0．9　　　　　19．9

10．0　　　2．1　　　　－4．5　　－0．9　　　　　21．0

9．9　　　2．0　　　　－4．3　　－0．9　　　　　19．8

8．8　　　1．8　　　－4．4　　－0．9　　　　19．9

7．8　　　1．6　　　－4．8　　－1．0　　　　20．0

8．2　　　1．6　　　　－4．2　　－0．8　　　　　20ユ

10．2　　　2．0　　　　－5．5　　－1，0　　　　　19．2

9．1　　　1．7　　　　－6．2　　－1．2　　　　　19．2

9，3　　　1．8　　　　－4．1　　－0．9　　　　　22．0

7．3　　’1．6　　　　－3．9　　－0．9　　　　　22．1

9．8　　2．1　　　－4．4　　－0．9　　　　’21．6

8．4　　　1．8　　　　－3．6　　－0．8　　　　　21，3

8．6　　　1．8　　　－3．4　　－0．7　　　　21．3

8．0　　　1．7　　　－3．5　　－0．7　　　　20．7

7．6　　　1．7　　　　－3．4　　二〇．8　　　　　22．3

6．9　　　1．6　　　－4．1　　－0．9　　　　22．9

6．8　　　1．6　　　－3．5　　－0．8　　　　23．9

7．3　　　1．8　　　　－4．2　　－1．0　　　　　24．4

6．5　　　1．5　　　　－3．8　　－0．9　　　　　23．0

7．2　　　1．7　　　　－3．5　　－0．8　　　　　23．8

7．4　　　1．7　　　　－3．3　　－0．8　　　　　23．5

62　　　L4　　　－3．6　　－0．8　　　　22．5

5．4　　　1。2　　　－3．5　　－0．8　　　　22．1

5．1　　　1．1　　　　－3。3　　－0．7　　　　　22．1

4．9　　　1．1　　　　－29　　－0．7　　　　　22．9

（注）Aは連邦総支出対比（％），BはGDP対比（％）．

〔出所〕表1－aに同じ．

まり，国防支出のピークをつくり出すのは調達費の

増大であり，通常の時期は人件費と0＆M費が国

防支出を維持しているという構造になっている．軍

事建設，家族住宅といった小さな費目は別として，

R＆D支出が国防支出に占める比重が上に挙げた

費目よりつねに小さいことは注目に値する2》．

　さて，国防二軍事外交政策のつき離した批判的検

討はひとまず措くとして，財政から見た国防支出の
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問題点について若干指摘しておこう．まず第1に指

摘すべきは，国防契約にもとつく国防支出は最初か

らコスト意識を欠きがちであるばかりか，プロジェ

クトの実現までに次第にコストが嵩んでいくという

性格をもっていることである．

　兵器の調達は，一般に既存の商品の購入を事とす

るよりもむしろ国防省の要求にもとづいた設計と生

産を重点とする．そこでは，爆撃機や原子力潜水艦

といった新鋭兵器を生産することそれ自体が目的で

あり，しかもより信頼性の高いそれらの隼産が目的

であるから，コマーシャル・ベースのコスト観点が

作用する余地は少ない．また，契約をめぐる競争条

件を考えても，調達＝契約企業から外国企業はおお

むね締め出されており，国内の契約企業の数も個々

のプロジェクトについて限られているから，企業間

に価格競争が行われることは，他のセクターよりは

る’かに少ない．これは激しい国際競争にたえずさら

されている他のセクターとは非常に異なった条件で

ある．また，一旦動き出したプロジェクトにたずさ

わる調達企業が倒産することはペンタゴンにとって

痛手となるから，国防契約はおおむね「コスト・プ

ラス」ベースで行うことを慣行とし，それによって

調達企業を保護している3）．そこでは，言わば，契

約企業側の「言い値」が支配しかねない．こうして，

極端な場合には，700ドルのトイレ，400ドルのレン

チなどという国防支出に伴う浪費が暴露されたりす

るり．もちろん，国防契約の監査のあり方について

たえず検討が行われているが，地元産業への発注を

はかろうとする連邦議会議員の「ポークバレリン

グ」も含めて，国防契約に伴う問題点としてつねに

指摘されているところである．

　第2に，国防支出と財政とのかかわりで，しばし

ば論点となる「大砲かバターか」の対立，すなわち

国防支出と民生支出のトレイドニオフの問題点につ

いてふれておこう．

　一定額の連邦政府資金を異なった費目に配分する

という点では，この問題を静態的に把える限り大し

た意味はない．また，資本主義国の軍事・警察活動

をもっぱら支配と弾圧を事とする浪費とみなし，軍

事要員を失業者の別様の存在とみなすような旧ソ連

的アプローチをとることも，あるいはまた軍は低所

得層にいわゆるunderclassから脱出する唯一の機

会（つまり，職業訓練，技能習得など）を与え，兵役

は社会一般では得られない福祉政策の拡大（つまり，

医療給付，退役軍人給付など）を意味するというよ
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うなナイーヴなアプローチも実りはない．いずれの

アプローチも分かりきった結論をあらかじめ用意し

ている体のものである．前者では函防支出はすべて

可能な福祉支出からの削減であり，後者では国防支

出の少なくとも一部は福祉支出の補完である．

　その種の実りのないアプローチをとらないとすれ

ば，ここでのトレイド＝オフは，一方の増大が他方

の犠牲において行われることとして理解すべきであ

ろう．つまり，国防支出の増大が民生支出の犠牲に

よって行われることがあるか，あるとすればどうい

う構造においてかがここでの問題である．

　表1－bで，政府総支出に占める国防支出と人的資

源支出の割合をそれぞれ時間を通してみれば，政府

支出に占める国防支出の割合が二丁年増を示し，同

時に人的資源支出の対前年減が生じているのは，

1950／51，51／52，52／53年度であり，それ以来81／82

年度までそういうことは生じていないことが分かる．

言い換えれば，朝鮮戦争以来，レーガン軍拡以前ま

では上で述べたような意味での国防支出と人的資源

支出のトレイド＝オフは生じていなかった．これは，

従来の研究が提供している結論を確認している5）．

　表2は，・レーガン期における国防支出の中のsub・

f㎝ction支出，教育支出および保健衛生支出の対前

年変化率（1982年価格）を与えたものである．われ

われは先に国防支出のピークをつくり出す要因は調

達費の増大であることを指摘したが，レーガン軍拡

期に際しても，国防費全体が増大しただけでなく調

達費と，この場合にはSDIのようなR＆D経費に

プライオリティが急速に転換されたことが示されて

おり，同時に保健衛生プログラム支出よりも教育支

出の明白な削減がはかられたことが明らかである．

すなわち，レーガン軍拡は，教育投資の犠牲のもと

に兵器体系の調達と開発を進めたのであり，その限

りにおいて「大砲とバター」のトレイド＝オフ発生

の一例をなしていると言ってよい．

　以上が，政府支出のうち国防支出について考えら

れる諸点である．

　　　　　　　2－4．人的資源支出

　戦後連邦政府の大分類機能の支出のうちで，経常

ドル価額においても，総政府支出対比においても，

GDP対比においても，最も際立った成長を示して

いるのが「人的資源」である．それは戦後一貫して，

すなわち二大政党のいずれが大統領職を占めた政権

のもとでも，成長しつづけてきた．すなわち，人的
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表2国防支出・教育支出・保健衛生支出の年率変化

　　　　　1981－87年（1982年価格）

軍事要員　　調　達　　運営。維持　　研究開発。テスト・評価　　教　育　　保健衛生

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

　5．9

　7．4

　7．0

　1．7

　3．4

　3．9

－2．7

9．6

14．7

20．2

1L4

11．2

7．1

6．3

7
4
5
ワ
臼
0
「
0
9
臼

4
7
P
D
O
豊
0
2
0

5．2

8．3

12．4

8．6

14．7

17．4

4．1

一3．0

－24，4

－2．9

－0．4

　3．8

　4．2

－9．6

6．2

－3．7

2．9

2．1

7．6

7．1

3．5

平均 3．8 11．5 3。6 10．1 一4．6 3．7

　　　　　　〔出所〕Mintz（1989）Table　2．

資源への実質政府支出（1982年価格）は，アイゼンハ

ワー政権期（1953－60年）を通して約69％，ケネデ

ィ＝．ジョンソン政権期（61－68年）で62％，ニクソ

ン＝フォード政権期（69－76年）で81％，そしてカー

ター政権期（77－80年）で伸びは鈍ったけれども10コ

口成長し」レーガン政権の2期（81－88年）において

は，政府支出に占める割合は減ったけれども，、それ

でも実質約14％の増大を記録している6｝．

　同じ民生支出でも，物的資源支出が政府支出と

GDPに占めるシェアはほぼコンスタントとみなさ

れるから，人的資源支出の増大傾向は注目に値する．

．このsuperfunction支出の推移の意味を問うことが，

戦後米国財政の歴史を検討するうえで最も重要な課

題であるかもしれない．

　ソーシャル・セキュリティ

　ソーシャル・セキュリ1ティは，人的資源支出の約

4割を占めている点においても，一般的に米国の勤

労者の「老後の夢」の根拠をなしている点において

も，人的資源支出の大宗をなしている．

　ソーシ十ル・セキュリティは，ニューディール下

の1935年に老齢年金制度として導入されたもので，

当初は純粋な積立方式をとっていたが，のちに改正

されて現在では賦課方式をとっている．この制度は，

3つの構成部分から成っており，主に退職給付を手

当てする「老齢遺族保険」（OASI），障害労働者とそ

の家族に支払を行う「障害保険」（DI），65歳以上の

老齢者と長期の障害者に対して入院および関連する

ケア1 ﾌ手当てを行う「入院保険」（HI）がそれである．

給付は労働者の稼得経歴，年齢，配偶者の有無，そ

の他の要因によって決定される．現在，労働力人口

の90％以上がソーシャル・セキュリティに加入し

ている．

　その財源である拠出金は租税扱いを受けており7｝，

ソーシャル・セキュリティ税，給与税（payroll

tax），雇用税（employment　tax），あるいはOASDHI

税と呼ばれている．徴税は，各誌の通り，給与にも

とつく源泉徴収，使用者と雇用者の折半とされ，税

率は，1988年改正増額で給与の7．51％（つまり合算

で15．02％）と定められて今日に至っている．

　ソーシャル・セキュリティ税は，政府の一般歳入

とは区別される目的税をなすものであり，納付され’

た拠出金はトラスト・ファンドとして積み立てられ，

オフ＝バジェット（off・budget），いわば一般会計外

の扱いを受ける．すなわち，拠出金は，上記3つの

構成部分に対応した老齢遺族保険トラスト・ファン

ドなどの3つのト．ラスト・ファンドに積み立てられ，

支出として引き出されるまで剰余金を形成する．ト

表3　人的資源機能別構成比 （％）

1950　　1960　　1970　　1980　　1990

教育・訓練・雇用。社会サービス

保健

医療

所得保障

ソーシャル・セキュリティ

退役軍人給付

1．7　　　3．7　　11．5　　10．2　　　6．2

1，9　　　3．0　　　7．8　　　7．4　　　9．3

0．0　　　0．0　　　8．2　　10．2　　15．8

28」8　　28．2　　20．8　　27，6　　23．8

5．5　　44，3　　40．2　　37．8　　40．1

62．1　　20．8　　11．5　　　6．8　　　4．7

［出所］β吻召’げ伽．αSGoηθ柳田π’Fy　1蝕3，　Supplem㎝t

Februaτy　1992，　Part　5，　Table　3－1．
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ラスト勘定の剰余金は，法によって，政府証券に投

資されなければならないものとされている．

　ソーシャル．・セキュリティは現在黒字を保持して

いる．グラムニラドマン法でさえ，連邦財政収支の

算出にソーシャル・セキュリティの黒字分を算入し

ているが，ソーシャル・セキュリティは，オフ＝バ

ジェット扱いであるから，他の政府支出の追加的資

金源として流用されることは許されない．この別途

の目的化が，ソーシャル・セキュリティ給付を施し

的贈与としてではなく，労働者の権利としての給付

として受け取る国民の気概を育てていることは確か

である．

　ソーシャル・セキュリティは，現役の労働者から

現時点での退職者へと世代を通して資源を移転する．

もしも長期の生産性の上昇が与えられれば，その累

積効果の結果として，現在の平均的労働者はその生

涯を通して現在の退職者，つまり前の世代の労働者

よりも高い賃金所得を得るであろう．つまり，生産

性と実質所得と一定の人口の成長率が与えられるか

ぎり，ソーシャル・セキュリティは，より高い水準

の資源をもつ世代からより低い水準の資源をもつ世

代に資源を移転させる制度的保障となる．そして，

それが戦後アメリカ経済に実際に生じたことであり，

その経験の中からソーシャル・セキュリティは成熟

したものとして定着レ，「老後の夢」の制度的根拠と

してのコンセンサスを獲得した．ソーシャル。セキ

ュリティは制度として順調にのみ進んできたわけで

はないが，このコンセンサスがあったからこそ，全

体として世論の統一の方向で一歩一歩発展してきた．

　ソーシャル・セキュリティの最初の収支危機は

1973－75年景気後退を直接のきっかけとして生じた．

まず，この戦後最大の景気後退に際して，雇用と実噛

質賃金が低下して，ソーシャル・セキュリティ給与

税収の減額をもたらした．第2に，労働市場の低迷

によって働く意欲を失った労働者が労働力を離れ，

退職給付または障害給付を求めるようになった．

（障害給付請求は，OASDIトラスト・ファンドの

年々の赤字の大きな割合を説明する．）第3に，トラ

スト・・ファンドの減少は，その投資対象である政府

証券保有が減ることを意味するから，結果として，

トラスト・ファンドの利子収入が減ることになる8）．

同時に，いまとなってはかなりの行き過ぎであった

とみなされているが，．72年には生計費調整（COLA）

が導入され，給付に物価スライド制が適用されるよ

うになり，折りからのスタグフレーションに促され
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て給付に向けられる支出が拡大し，年金財政の悪化

に拍車をかけた．

　以上のように，最初の年金収支の危機は，73－75

年の景気後退とともに生じたのだが，70年代の経過

の中で実質賃金の成長が鈍化し税収が減少すると同

時に，制度が成熟段階に達したことにより新規加入

者増による拠金の成長率よりもはやい速度で給付支

出が増大しつづけるという長期的問題として年金財

政の悪化が定着し，82年末から83年にかけて，・つ

いに，OASIトラスト・ファンドの積立残高はわ：ず

かし5ヵ月分の給付額にまで減少し，年金制度は崩

壊寸前まで立ち至った，

　このとき，1981年12月，レーガン大統領は，アラ

ン・グリーンスパンを委員長とする「社会保障改革

全国委員会」（NCSSR）を指名し，長期的視野に立つ

提言を求めた．83年1月に，NCSSRの最終報告書

が出され，次の5点が提案され，それが83年の法改

正に結実した．5点とは，第1に，COLAの実施を

半年繰り延べること，第2に，ソーシャル・セキュ

リティ税の引上げを繰り上げると同時に，自営業者

に対する税率の引上げを新たに実施すること，第3

に，高額所得者に対する年金給付を最高5割まで課

税所得に含めること，第4に，連邦政府職員の新規

採用者から別個の公務員年金制度ではなくOASDI

に加入させ，当面のあいだ拠金の持続的蓄積に貢献

させること，そして第5に，年金保険の給付開始年

齢を現行の65歳から2003－27年までに2期に分け

て67歳に引上げることであった．

　このときの改革案と法改正に示されているように，

ソーシャル・セキュリティ制度の継続は政治的な意

味ではすでに「聖域化」されており，世論もまた増

税の犠牲を払ってもそれを擁護して行く用意ができ

ていると言ってよい．米国におけるソーシャル・セ

キュリティは，一応「独立採算」のベースで確立し

たと言ってよいようである．

　しかし，21世紀に向けての人口動態上の変化がこ

の年金保険制度の前途に暗雲を落としている．すな

わち，出生率の低下と平均余命の延長により，2030

年目でには，退職給付受給者1人について拠金にた

ずさわる現役労働老はわずか2，3人しか存在しなく

なると推計されている9）．これについては，別途研

究調査を行うこととする．

医　療

次に，人的資源支出のうち， ソーシャル・セキュ
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リティについで注目に値する連邦財政における医療

支出の推移を検討する．ここでも，結論から言って，

公共セクター，とくに連邦政府の医療費支払者とし

ての役割がますます大きくなっている．それが，戦

後米国財政のひとつの帰結であった．その事実とそ

の意味を検討しよう．

　表4は個人ヘルス・ケア支出を支払者別に挙げた

ものである．表から看取されるように，まず第1に，

米国におけるヘルス・ケア支出に占めるシェアでは，

公共セクターが一貫して伸び，私的セクターが減少

してきているということである．公共セクターの割

合は，1960年の21％から90年の41％に上昇した．

第2に，公共セクターのシェアの増大を担っ七きた

のは，州・地方政府ではなく，連邦政府で． ?ﾁたと

いうことである1すなわち，州・地方政府のシェア

は60年から90年までほぼ横ばいのままであるのに

対して，連邦政府は60年の9％から70年の23％

を経て，90年の30％にまでその役割を高めている．

第3に，こうした公共セクター，’とくに連邦政府の

ヘルス・ケア支出における責任を高めてきたのはメ

ディケアとメディケイドという共に1965年に導入

された制度によるものであることが分かる．すでに

見たように，州・地方政府のシェアは全体としては

横ばいのままにとどまっているにもかかわらず，メ

ディケイド支出の割合だけは，70年目3，5％から90

年の5．2％に増大していることが事態の一端を説明

している．第4に関説すべきこととして，ヘルス・

ケア支出に占める私的セクターの比重低下を説明す

るのは，医療保険における自己負担額（out・of・

pocket　payments）の比重の激減であり，支払のま

研　　回

すます大きな割合を私的保険会社が担うようにな．っ

てきていることである．以上が，個人ヘルス・ケア

支出をめぐる現状の概観である．

　これを医療ケアのファイナンスの問題として言い

換えると，1960年には医療費の56％が消費者自身

によって直接支払われていたというのが米国ヘル

ス・ケア財政の実態であったが，1990年までには，

消費者の支払いは23％だけになり，35％が保険会

社によってカバーされ，41％が政府セクターであ

り，しかも30％が連邦政府であるという構造に変

化したことが分かる．

　そこで，メディケアとメディケイドについて簡単

に見ておく10｝．メディケア（Medicare）は，「1935年

社会保障法」以来の懸案がジョンソン政権下の1965

年に立法化を見た医療保険制度で，65歳以上の老齢

者と障害者を対象として1966年から開始された全

国的連邦保険プログラムである．それは，OASDI

に連動した入院保険（HDプログラムと任意加入の

補足的医療保険（SMI）プログラムとから構成される．

65歳以上の大部分のアメリカ人はメディケア入院

給付の資格を有しており，特別の保険料を支払うこ，

となくその給付を受給できる11）．65歳未満の障害

者の一部と慢性的腎臓病にかかっている大部分の

人々もメディケア入院給付を受ける資格を有してい

る．

　メディケイド（Medicaid）も同じく1965年に制定

され，老齢者，’ ﾓ人，障害者，児童，扶養児童を有

する成人，および妊婦を含む低所得者を対象として，

病院によるケア，医師による医療サービス，および

長期的ケアを含む広範囲の保健医療サービスをまか

表4個人ヘルス・ケア支出支払者別構成比 （％）

1960 1970 1990

総支出

　公共セクター

　連邦政府
　　メディケア

　　メディケイド

　　その他

　州・地方政府

　　メディケイ　ド

　　その他

　私的セクター

　自己負担額

　私的保険，その他私的源泉

100．0

21．4

　8．8

8．8

12．6

12．6

78．6

55．9

22．7

．100．0

　34．5

　22．5

　11．1

　4．2

　7．2

　12．0

　3．5

　8．5

　65．4

　39．4

　26．0

100．0

41．3

30，3

18．6

　6，9

　4．7

11．0

5．2

5．8

58．7

23．3’

35．4

［出所］　合衆国医療財政庁（OECD（1992）Table　23）．
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ない，連邦と州がジョイントで給付するプログラム

である．各州は，連邦の資格付与のガイドラインに

従って州自体のメディケア・プログラムを執行する．

連邦政府は，州の執行費用の50％を支払うと同時

に，財政的に富んだ州より貧しい州に傾斜配分する

形で州の医療費の一定割合を資金調達する．メディ

ケイド費用の連邦負担割合は，低い州での50％か

ら高い州での79％に及んでいる．

　こうして，メディケアとメディケイドが導入され

た60年代半ば以降，米国における医療のあり方と

医療ケア支出の動きに本格的変化が生じた．「メデ

ィケア・メディケイドの成立はアメリカの医療のあ

りかたを大きく変える駆動因となった．医療費の支

払が公的に担保され∫医療へのアクセスが大幅に改

善されたため，医療の供給及び国民医療費の増加は

これ以後大きく加速された．病院にとってはメディ

ケアは大きく確実な収入源となり，その設備投資が

促進された」12》．

　このメディケア，メディケイド導入以降のアメリ

カの医療システムの体質は，一言で言えばコスト・

アップ促進的であり，医療コスト増大を供給側にお

いて抑制する面を軽視する片手落ちのものであった．

すなわち，メディケア，メディケイドは，「あくまで

医療の財政面，すなわち医療をめぐる資金の流れの

みを管理するものとされ，医療の『供給体制』その

もののあり方とは無関係なものであるとされた」．

「メディケア・メディケイドは既存の医療システム

そのものには手を加えないことを前提に成立し，ま

た医療費の具体的な支払事務やチェック機能は，従

来通り政府，医療機関，患者の間にたつ民間保険会

社（主としてブルータロス・ブルーシールド）の手に

委ねられ’た．その結果，医療費をめぐるシステムは

きわめて複雑，繁雑なものとなり，また民間保険会

社にとって医療費の抑制は優先課題とはならないた

め，結局メディケア・メディケイドの仕組みは，医

療資源の消費を加速することはあれ，それをコント

ロールするメカニズムをほとんど有していなかった

のである」13）．

　米国における医療ケア・コストを高めている要因

として指摘されている点を挙げておこう14）．

　第1に，医療ケアの価格決定のあり方として，消

費者が医療サービスに支払う価格は通例限界コスト

よりはるかに低い．その結果，限界点での医療サー

ビス需要は通例のマーケット。メカニズムによって

は制限されない．患者はもちろん，コストの一部を
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になうが，医療ケアの一限界コストとは区別され

る一平均コストは，税金によって，とくに米国の

場合には，保険料によって，カバーされる．患者は

限界コストの一部も支払う．保険によってカバーさ

れないサービスは完全に支払われ，カバーされるサ

ービスには，「患者側共同負担金」（co・payments，ひ

とつの措置あたり定率または定額の自己負担），「定

額控除額」（deductibles，医療保険適用，つまり給付

より以前に支払うべき負担金），あるいは「共同負

担」（co・三nsurance，「償還予定医療費」から「定額控

除額」を差引いた残額についての保険と加入者との

共同負担率）が課される．米国のシステムは高い

co－paymentsを特徴としており，それが医療ケア需

要を制約する傾きがあるけれども，個人可処分所得

に占める自己負担金は過去20年間安定してきてお

り，すでに表3で見たように，ヘルス・ケア総支出

に占める割合としてはかなり低下している．

　同時に，多くのメディケア受給者は，メディケア

によって支払われない定額控除額と自己負担金部分

をカバーするために，メディギャップ（Mβdigap）保

険と呼ばれる追加的私保険を購入している．1990

年に，メディケア受給者の77コ口，メディギャップ

保険に加入していた15）．貧困線以下のメディケア受

給者に対しては，メディケイドがこの追加的給付を

行っている．

　以上の全体が，医療ケア・サービスの低価格を規

定している．

　こうした低価格のもとで，患者側にはサービスの

過剰消費のインセンチィヴが生じ，供給側（病院と

医者）には過剰供給のインセンチィヴが生ずる．供

給側は得られる最良の治療法を供給する道義的義務

をもつし，被保険者としての患者は高価な措置｝とも

支払うことができるし，医療過誤訴訟対策として供

給側はできる限りのことをしたという実績を示さな

ければならない．こうして，ある意味では，保険の

存在そのものが，医療サービスの需要増かつ供給増

をもたらしていると言える16）．

　第2に，近年の医療テクノロジーの進歩を挙げな

ければならない．戦後の医療技術の革命的とも言え

る進歩は医療現場を変えた．一方では，例えば，通

院による角膜移植のように大幅なコスト・ダウンを

もたらしたケースもあるが，新技術の導入が新しい，

しばしば高価な診断と治療法に道を開くことによっ

て，おおむねコスト増に帰結した．新技術とは，コ

ンピュータ同軸断層（CAT）スキャナー，人工透析，
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冠状動脈のバイパス手術など枚挙にいとまがない．

一般の産業では，技術進歩は生産物のコスト・ダウ

ンに導き，消費者は市場でより低価格の商品を購入

するが，医療産業においては，技術改善はコスト・

アップをもたらす．

　「健康保険契約のオープン・エンド的性質は，大

部分の新しい未実験の技術が既存の契約によってカ

バーされることを意味する」17）．「事実上どのような

非実験的処置もほとんどすべての保険プランにカバ

ーされ」，「したがって，ひとたびあるイノヴェィショ

ンがほんのわずかでも有効である（even　margin－

ally　effective）ことが示されれば，コストにはほと

んどかかわりなくその市場が保証されるのであ
る」18｝．

　第3に，OECDのこの報告は，医者（physicians）

の責任にかなり多くを帰している．米国においては，

事実として，ヘルス・ケア支出と医者の数が相並ん

で増大してきたし，米国における平均所得対比の医

者の所得は，他のOECD諸国よりもずっと高いと

いう．事実としてのその問題よりも重要なことは，

それ，を促進するメカニズムであり，その点で指摘さ

れるべきは，米国において支配的な「出来高払い制」

（fee・for・service　payment）が医者のサービス供給拡

大のインセンチィヴを与えていることである．この

場合，患者も第三者も医者の医療上の決定を評価で

きる立場にはないのである．「出来高制」がコスト

増の一因であるらしいことは，米国でも，医者にサ

ラリー・ベースで支払を行ういわゆる「健康維持組

織」（HMOs）では「出来高制」保険よりも低いコス

ト実績を実現していることから分る．

　第4に，医療過誤（malpractice）訴訟に結びつい

たコスト炉挙げられる．その1は，80年代を通し

て，医療過誤の損害賠償の支払額が医療行為コスト

のうちで最も高い成長率を占めたことであり，その

2は，医療過誤訴訟一の脅威一が医療過程に与

えた内面的影響として，医師が訴訟から自分自身を

守るためにのみ（コスト効率的でない）検査の実施を

強いられるといういわゆる「防衛的医療慣行」によ

るコスト増である．

　OECD報告は，その他，浪費的な，不必要な医療

ケアと管理費を挙げているが，それもさることなが

ら，最後にOECDが挙げる米国人口の老齢化がこ

こでも問題である．総人口に占める65歳以上の老

齢者の割合は，1960年の8％から1990年の12％に

上昇しており，この勢いは，他の国と同様，持続的

かつ加速度的である．

　以上のような医療ケア・コストの増大とそれに対

する財政の出動と，もう一方における健康保険未加

入者3700万人という現実が，．米国の医療システム

をめぐる今日め問題であり，国民皆保険制度を含む

いくつかの提案がすでに出されており，クリントン

政権下でこの問題でのタスク・フォースが動き出し

たことも周知の通りである．

　なお，米国における医療面での財政支出の特徴と

して挙げるべきは，一方で，健康保険については高

齢者と貧困者への財政出動と一般的に私的保険の業

務に委ねるという政策をとると同時に，他方では医

療における研究・教育に重点を置くという政策であ

る．言い換えれば，国民皆保険による医療ケアへめ

アクセスを拡大することよりもむしろより高い水準

の医療技術を米国において確保し普及する方に重点

を置く政策である．

　この後者の政策ないし理論は「階層制的地域主

義」（hierarchiとal　regionalism）と呼ばれ，その主張

するところは，供給者の「地域的階層制によって分

配される個人へのより多くの医療ケアが住民全体の

よりよき健康状態をもたらす」から，政府は，「研究

と専門教育」に補助金を与え，「専門［医療］職と施設

の供給を増やし，地域的階層制を確立し鼓舞し，患

者へのケアの直接コストを減らすよう」行動すべき

であるというものである．「よりよき健康に導く知

識は，通例，大学と病院の実験室で発見されるとい

う仮定が，』医療研究・教育のための施設，設備，お

よび人員への投資ガイドと引続きなっている」勘．

　以上のように，医療面での最先端の研究開発とそ

れにもとつく教育を重視するというのが，米国医療

政策のもう1つの特徴である．それをどのように評

価するか，いいか悪いかを判断することはここでの

問題ではない．資源配分のあり方の1つとして米国

財政における医療支出を見るのがさしあたりの課題

であった．

　教育・訓練

　1980年代における連邦政府の教育投資が実質的

に減少したことは，すでにレーガン軍拡との関連に

おいて指摘したことであるが，連邦財政と教育費と

の関係を説明するためには，米国の教育システムの

特徴をある程度明ら均・にしなければならない．本稿

の枠組みの中で必要なかぎりについて指摘しておこ

う．
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　まず第1に，米国における公教育の主たる財政的

責任は州・地方政府に委ねられており，この財政的

枠組みが米国の教育システムの機能のための制度的

枠組みを規定している．初等・中等公教育のあり方

は，地方教育委員会と州教育当局の決定に委ねられ

ている．公教育におけるこの地方自治は目を見張ら

せるものがあるが，さしあたり財政的に見ると，連’

邦政府は伝統的に初等・中等レベルでの教育に対す

る援助全体のほんのわずかな割合しか与えてこなか

った．1987年でみると，幼稚二一キンダーガート

ンはプレ・スクールとして義務教育である一から

高校までの教育費のうち連邦政府がまかなったのは

5．9％にすぎず，州政府が45．5％，地方政府が40．2

％，すなわち州・地方政府で85．7％をまかなってい

た20》．

　第2に，1それと裏腹に，高等教育に占める連邦支

出の割合は，州・地方政府合計の31．5％に対して

12．8％となっている21）．連邦政府がこの分野で州・

地方政府よりも大きな役割を果たしているわけでは

ないが，連邦政府支出が高等教育の側に傾斜してい

ることがここで注目されることである．

　第3に，国際比較の一部として日米比較を行って

も，米国の高等教育投資支出は日本と比較にならな

いほど高い22｝．いま，GDPに占める初等・中等教

育支出を見ると，米国の3．8％に対して日本は3．1％

であり，両国のあいだに特別の差があるとは言えな

いが，、同じ数字を高等教育支出について見ると，日

本の1こ口対して米国は2．5％と圧倒的に差をつけ

ている23》．すなわち，米国は，日本よりはるかに著

しく資源配分を高等教育以上に傾斜している．

　こうした米国の教育投資の帰結としての全体的パ

フォーマンス，例えば，ノーベル賞の獲得数，バイ

オ・・テクノロジーとか宇宙開発での先進性は喧伝さ

れるところであり，ここで立ち入る必要はない．

　他方，こうした資源配分のあり方を1つの要因と

する米国教育システムの欠陥もまた近年公的フォー

ラムにのりつつある問題である．すなわち，米国で

の教育資源は基本的にmisallocatedされており，

米国の教育システムは極端に「頭でっかち」（top

heavy）となっている．初等・中等教育は教育と訓．

練の責任を大学レベルに委ねており，大学初年度2

年間は公教育の負の遺産の矯正または「キャッチ・

アップ」学習に費やされる．その結果，生徒は最初

は貧弱な訓練しか受けず，学習からひどく疎外され，

結局ドロップ・アウトするか；あるいは後になって
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大変な費用をかけて再訓練しなければならないとい

う不合理かつ浪費的システムができあがってしまっ

た24），

　先のUNESCOの統計によれば，初等・中等教育

の生徒1人あたりの教育支出では米国は世界最高水

準にある．すなわち，1985年目，米国はOECD購

買力平価指数（PPPI）で3314を支出したのに対して

日本は1805を支出したにすぎない．にもかかわら

ず，「読み書き算盤」における日米の公教育のパフォ

ーマンスのはっきりした差が生じているのはなぜか

が，現在米国教育改革で問われている問題である25）．

　　　　2－5．物的資源支出およびその他

　この2つのsuperfunctionは，政府総支出対比で

10％前後，GDP対比で1～2％の水準を維持してき

たにすぎない．戦後財政発展に占める人的資源支出

の実質成長と比較すれば，かなり控え目な費目であ

る．

　「物的資源支出」は，そのfunctionの一覧に示さ

れている通り，主としてアメリカ産業・経済のイン

フラストラクチャの建設と修復を目的とする費目で

あり，一方で人口の西と南への移動趨勢とアメリカ

全土の引き続く都市化，航空路を初めとする輸送網

の発展，さらには環境問題への対処と環境破壊への

対策といった必要度は大きいが，他方では，米国に

とくに際立った問題として，インフラストラクチャ

投資における公私両セクターの分業のあり方の理解

の点で必ずしもコンセンサスが得られておらず，む

しろたえず境界が揺れ動いているのが実情であり，

連邦政府の役割は明確とは言えない．クリントン政

権は，インフラストラクチャへの連邦投資による経

済再生を提案の1つとして発足した．公共事業によ

る経済再生，あるいは景気回復というアイディアで

あるが，いかに資金調達するかがやはり問題の焦点

として残されている．

　「その他」としてくくられるsuperfunctionは，文

字通り他に入らないものの寄せ集めの体をなしてい

るが，あえて言えば，連邦政府の行政部門と司法部

門の管理費と連邦政府の対外対内公約ですでに定着

し，揺るがせにできないものを明示したものとでも

なろう．

　政府管理費は連邦政府のいわば家計費で，各省庁

ごとの詳細を洗うことは独自の意義をもつが，ここ

では立ち入らない．対外公約の明示化というのは，

「国際問題（国際関係）」費である．対外公約を示す
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ものは「国防」支出のように他にもあるが，この費

目があえて国際関係と特記している点が注目される．

もっとも，このfunctionは，何と言っても大戦直後

のマーシャルプランの時が最盛期であり，その当時

にピークに達したままで，長期的には低位安定で，

80年代を通して100億ドルから160億ドルの範囲

で動いている程度である．政府総支出に占める「そ

の他」は1950年度の19％から1990年度の4．9％

（戦後最低）にまで落ちているが，その変化を最も大

きく説明しているのがこの国際関係費の増減である．

「一般科学・宇宙・技術」は，subfunctionとして

は，‘一般科学・基礎研究’，および‘宇宙飛行・研

究・支持活動’として発表されている．同じく，R＆

Dの担い手としては，NASA，　NSF（全米科学財

団），および‘原子力エネルギー一般科学’として発

表されている．これは，米国の技術立国を納税者に

公約する費目としてあえて特記されているものであ

る．ちなみに，ここで見ている財政支出のfunction

体系から，米国における研究開発関連支出を抜き出

すと，「国防」では，‘国防省’プロパーのR＆Dと‘原

子力エネルギー国防活動’，非国防として，「一般科

学・宇宙・技術」では，前述のNASAその他，「エ

ネルギー」の一部，「運輸」では，‘運輸省’プロパー

とNASA，「保健」では，　NIH（国立保健研究所）そ

の他，「農業」の一部，「天然資源・・環境」の一部，

およびその他から成り立っている．1991年度にお

けるその合計は659億6500万ドルで26），連邦政府

支出全体の5％を占めていた．

　「農業」支出の中身は，‘農家所得安定化’と‘農業

研究・サービス’で，金額としては前者がほとんど

連年9割以上の圧倒的割合を占める．これも，連邦

政府の対内公約の最大のものの1つで，消費者と納

税者の負担によって農業者を市場諸島の作用から部

分的に隔離する政府政策は妥当かいなかとして問題

を立てるとき，非常に厳しく響くものをもっている

が，「農業」費は事実ρ間題として定着して今日に至

っている．

　　　　　　　　2－6．純利払

　superfl皿ctionの最後に，連邦政府の国債の利払

を見る．表1・bに示されているように，純利払とし

ての財政支出は，1952年から70年代半ばまでは政

府支出の7％，GDPの1．5％程度の水準を維持して

きたが，70年代末から80年代初めにかけて，それ

ぞれ9％と2％にはね上炉り，80年代を通して90

年に至るまで政府支出の15％，GDPの3．5％の水

準に向かって上昇しつづけた．

　この数字の意味を考えると，まず第1に，戦後の

標準的な財政支出の経験に照らして，現在の国債の

利払いの水準は高すぎると言えそうである．政府支

出に占める純利払が戦後の標準的水準の2倍以上に

なっているのである．

　第2に，他のsuperfmctionとの比較においても，

意味は大きい．いまや純利払いは，90年度の国防支

出の62％，人的資源支出の30％，あるいはソーシャ

ル・セキュリティの74％を占めている．

　連邦政府の純利払は，なるほど，政府支出の一部

をなす財政支出ではあるけれども，それは他の

functionとは性質が異なる．それは連邦政府の借

金の累積に対する返済であり，二大政党のいずれが

政権に就くかには関係のない，つまり政策とはかか

わりのない支払義務を表現するものである．言い換

えれば，純利払いはその分だけ連邦政府の財政支出

の自由度の手を縛る性格のものである．連邦政府が

国債の元利払い（debt　service）の規模を大きくすれ

ばするほど，当該会計年度を通して連邦政府が供給

しうるサービスはそれだけ減少する．

　しかも，この純利払の意義には道義的色彩が伴う．

連邦政府が財政赤字を国債によって穴埋めすること

ができるのは，つまり総じて大量にかほどほどにか

借金することができるのは，将来にわたって税収が

得られるという保証を根拠にしているからである．

つまり，来るべき世代にゲタをあずけることができ

るからである．言い換えれば，現時点での納税者は，

みずからの政策決定にはかかわりのない過去の世代

のツケを払うために税の一部を払っているのである．

連邦政府の純利払にはこの不当性がつきまとう．現

時点での納税者の一部は国債を保有しており，長期

国債からそれなりに安定した利子収入を得られると

しても，ここで言う不当性に変わりはない．

　最後に，これはどのように論証ないしは実証する

かがむずかしい点だが，政府の利払の規模が高まる

と，財政赤字と債務が自己累積的（selfgenerating，

self・perpetuating）になるということが重要である．

すなわち，財政赤字の増進が債務の累積を促進し，

後者から来る利子払の増大が年々の財政赤字を永続

化するという事態である．問題点として今後究明し

たい．

　以上が，戦後における連邦財政の支出側の推移で

ある．



3．戦後政府収入の推移

戦後米国財政の歴史と現状

　次に，戦後の連邦政府収入の源泉について検討す

る．表5がその構成を与えている．

　戦後の推移の中から，大雑把な特徴が直ちに看取

される．第1に，政府収入の単一最大の源泉は戦後

一貫して個人所得税であり，連邦政府収入のおよそ

45％を占めてきたこと，第2に，法人所得税も大き

な割合を占めていたが，近年になるにつれて次第に

その比重を落としていること，第3に，政府支出に

おける人的資源支出増に対応して，とくにソーシャ

ル・セキュリティ給与税も著増してきたこと，第4

に，連邦政府の収入に占める物品税はもともと小さ

かったが近年ますます小さくなっていること，その

他としての手数料などはほぼ一定であること，であ

る．以下，いま挙げた順に検討を試みたい．

　第1に，連邦収入源として個人所得税が最大であ

ることについて付言しておけば，一般納税者は連邦，

州，および地方の3つのレベルの政府に税を支払う

が，その場合，米国では，連邦政府が主として個人

所得税，州政府が主として売上税ないしは物品税，

そして地方政府（市町村当局）が主として財産税に依

拠するという仕組みになっている27》．平均的納税者

にとって現場の税である市町村税が財産税であり，

彼らにとって財産税の対象は主として家屋と自動車

であるから，彼らの納税者意識は必然的に鍛えられ，

市町村財政とのかかわりで警察官や教師の削減が簡

単にagendaにのることはよく知られている．納税

老意識の高さという点では，第2に，短い米国の歴

史でも連邦個人所得税の歴史はさらに短いことを挙

げるべきであろう．実際，世紀転換期まで連邦政府

の収入はほとんどもっぱら関税から得られ，所得税
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は1913年憲法修正第16条によって初めて導入され，

きわめて少数の納税者から出発した．こうしたいき

さつからして，ソーシャル・セキュリティ給与税の

源泉徴収を例外として，個人所得税は今日に至るも

内国歳入庁（IRS）に対する申告制をなしている28）．

こうした事態が示すことは，一方では米国における

増税のむずかしさであり，他方ではそれでもなお戦

後政府収入の最大の要素が個人所得税になったとい

う展開である．

　法人収益に対する所得税は，1960年代のGDP対

比約4％から最近の約2％にまで落ちてき．ている．

税収全体でその埋合わせをなしてきたのは，ソーシ

ャル・セキュリティ給与税で，それは逆に60年代

初頭の3．75％から現在のほぼ8％に上昇している．

法人所得税のシェアの低下が既述のように興味ある

趨勢であり，とくに1986年税制改革は一一方で，

加速償却制の償却期間の延長と投資税控除の廃止が

企業増税効果をもったけれども一税率を下げ，そ

れ以降，米国はOECD諸国の中で法人税率が最も

低い国となっている29）．このことは，先進諸国の合

意による協調金利の維持による米国の金利高とあい

まって，米国の「双子の赤字」のファイナンスのた

めに海外の貯蓄を米国に引きつけるうえで重要な要

因となっている．

　ソーシャノレ・セキュリティ給与税は，既述のよう

に，米国にはめずらしい源泉徴収方式の所得税であ

る．だが，この徴収は，同じく所得源泉から個人・

法人折半で課されると言っても，使途をea㎜ark

された目的税であり，ソーシャル・セキュリティ給

付のための「拠金」（contributions）である．この仕

組みと税概念のゆえに，施し物的「福祉」（welfare）

の受取りあるいはその負担のための税負担が好まれ

表5源泉別政府収入構成表、 （％）

個人所得税　　法人所得税 　　　社会保険税・拠　出　金
合計　　（オン・バジェット）（オフ・バジェット）

物品税　　その他

1950

1955

1960

1965

1970

1975

1980

1985

1990

39．9

43．9

44．0

41．8

46．9

43．9

47．2

45．6

45．3

26．5

27．3

23．2

21．8

17．0

14．6

12．5

8．4

9．1

11．0

12．0

15．9

19．0

23．0

30．3

30．5

36．1

36．9

（5．7）

（42）

（4．4）

（4．7）

（5．7）

（7。9）

（8．6）

（10．8）

（9．5）

（53）

（7⑳

（11．5）

（143）

（17．4）

（22．4）

（219）

（25．4）

（27．3）

19．1

14．0

12．6

12．5

8．1

5．9

4．7

4．9

3．4

4
8
2
9
9
4
1
0
4

3
2
4
4
4
5
5
5
5

〔出所〕　B吻β’〔ゾ孟加θ：∫Go〃θ辮〃昭π’Fy　1993，　Supplement　February　1992，　Part　5，　Table　2－2．



256 経　　済　　研　　究

ない米国的風土においても，市民，すなわち平均的

納税者に受け容れ易いものとなり，定着してきた．

米国におけるソーシャル・セキュリティ年金財政の

将来の成否の問題，および二の制度の国際比較は，

今後の研究課題である．

　最後の「その他」は省略して，物品税について若

干見ておくと，その中身は，おおむね，アルコール

税とタバコ税のいわゆる‘sin　tax’と電話税であり，

政府収入に占めるシェアをますます低下させている．

物品税に代表される間接税の比重が連邦政府の税収

においてきわめて低い比重しか占めてこなかったこ

とが，戦後米国財政のヨーロッパ諸国と区別される

顕著な特徴の1つである．1980年代の経過の中で

の財政赤字と増税のいかんをめぐる議論においてガ

ソリン税または石油消費税の導入または増税が提案

され，一気に4000億ドル程度の税収をつくり出す

妙案であるとされてきたが，政治の場では実現され

ていない．同じく，ヨーロッパ型のVATもアイデ

ィアが出されているだけで，国民的フォーラムの場

にのぼっているとは書えない．

　但し，この間接税では戦後米国は独特の・「ハイウ

ェイ税」をもってきた．乗用車とトラックの燃料税

をはじめ自動車関連の税収は連邦ハイウェイ・トラ

スト・ファンドとして別置され，全米高速道路網の

建設のためにeamlarkされてきた．これは，戦後

アイゼンハワー政権下で自動車業界のロビイングが

効を奏した結果立法化されたものである．この経験

の総括ぽ興味ある課題である．

4．総括

　以上われわれは，戦後米国財政を政府の支出面と

収入面での推移を通して検討してきた．ここで若干

の総括を与え，その中に80年代のレーガン＝ブッ

シュ政権期の赤字財政を位置づけよう．

　政府支出の面では，第1に，軍事支出については，

米国の戦後軍事外交政策そのもののつき放した批判

的検討は行っていないが，それぞれの時点での米国

内におけるコンセンサスが生み出した軍事支出の著

増とその民生支出のトレイド＝オフを確認した．ポ

スト冷戦の軍民転換が米国財政に与える影響を検討

するのが今後の課題である．

　第2に確認されたように，‘戦後米国財政の中身を

大きく変えてきたのが人的資源支出一般の拡大であ

り，、とくにソーシャル・セキュリティ財政の定着と

医療ケアへの財政出動が注目された．この2つの

functionは，近い将来に予想され’る収支危機によっ

てむしろ関心の的であるが，これをたんに米国社会

の老齢化一般に帰着させるだけでは実りがない．米

国なりの福祉国家への前進の中から生じた問題の独

自性を洗い出す必要がある．

　第3に，今回の調査でいまさらながら痛感したこ

とは，米国における資源配分に占める公私両セクタ

ーの関係をどう把握するかという問題を明らかにす

ることが，戦後米国財政の検討に際しても不可欠の

ことだということであった．

　例を挙げれば，公教育において連邦政府の役割は

控えめであり，州・地方政府と民間セクターが大き

な役割を果たしており，連邦政府は高等教育への投

資を重視し，研究・開発を優先させる．・医療におい

ても，国民全体の医療ケアへのアクセスの拡大を課

題としつつも，同時に最先端の医療技術の研究開発

を重視し，65歳以上の老齢者と障害者への医療ケア

にほ財政が出動するけれども，大半の勤労者は私的

保険会社への加入に委ねることを通則とする．

　第4に，それと関連して，連邦政府の歳入と歳出

の米国的「質」を浮き彫りにするためには，ヨーロ

ッパ諸国とのトータルな比較が不可欠である．この

面でOECDの調査研究を自家薬籠中の物にしてこ

なかったのが，本稿の最大の欠陥である．個人所得

税とソーシャル・セキュリティ税に比重を置き，ソ

ーシャル・セキュリティをオフ・バジェットにする

米国と，社会保険税と売上税（消費税）を重視し，社

会保障支出に重点を置くというヨーロッパ型との比

較検討が今後の課題である．

　最後に，以上検討してきたことから，レーガンニ

ブッシュ政権の政策と．その帰結を位置づけて稿を閉

じたい．

　80年代の米国財政は，「単なる赤字ではなく，大

幅な赤字」をもたらし，建国以来の累積債務の3倍

以上の国債を発行したことで記憶されるが，それ，だ

け言っても始まらない．それがなぜ生じたのか．

　レーガン財政は，何よりもまず，上で見てきたよ

うな戦後米国財政の歩みに対する「反革命」として

呪えることによって最もよく理解できる．

　第1に，レーガノミクスの中心をなす柱は減税で

あり，共和党政権の3期連続を支えたのは平均的納

税者の‘tax　revolt，セあった．この‘tax　revolt’を

もたらしたのは，70年代のスタグフレーションの中

で，自己の意思にかかわりなくtax　bracketの階段

を昇らされる事実上の増税の悪夢にうなされた平均
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的納税老の「反乱」であった．

　もちろん，レーガノミクスを支えたサプライニサ

イド＝エコノミクスには，限界税率の低下が納税者

の勤労意欲を高め，したがって労働生産性の向上と．

経済成長をもたらし，最終的に税収増をもたらすと

いう理論があったが，グラスルーツのこの‘tax

revolt’が実際の政治の場では決定的であった．

　　しかも，その反税気分を促進したのが，税金の支

出先が失業救済のような・民生支出であり，資源が

「働いている者」から「遊んでいる者」に配分される

という確信であった．レーガン＝ブッシュ政権の

「小さな政府」とは「小さな人的資源支出」のことで

あった．

　　さて，1981年レーガン政権発足時の最大の課題は

2桁のインフレの克服であった．レーガン政権は連

銀ボルカー体制のマネー・サプライ抑制によって高

金利状態をつくり出し，レーガン不況と呼ばれた戦

後最大の景気後退をもたらし，しかし，2桁の失業

率と引換に2桁のインフレを結局克服した．

　　この景気後退からアメリカ経済を脱出させたのが

「1981年経済復興税法」による所得税減税を通して

の消費景気と軍事支出の拡大であった．

　　しかし，事態の実際の経過は減税が税収増をもた

　らさなかったことを示している．1987年価格で見

た実質収入は，81年度7666億ドルから，82年度

7382億ドル，83年度6843億ドルと減少している．

82会計年度の財政赤字1529億ドル（87年価格）は，

第2次大戦以来の巨額さを示した30｝．

　　他方，レーガン政権は，ソ連のアフガニスタン侵

略に対してすでにカーター政権下で開始を見た米国

財政における戦後3回目の軍事支出のサイクルにの

　つた．ここで，レーガン不況からの回復をめざして

国防支出にプライオリティを置いたレーガン政権の

独自性を見逃すことができない。ところで，レーガ

　ン財政において特徴的な；とはすでに見たように軍

拡と教育投資のトレイド＝オフを教育投資の犠牲の

　もとに解決したけれども，医療には手をつけられな

　かったことである．

　　レーガン政権は70年代の，とくに‘tax　revolt’の

1落とし子ではあったが，より以上に戦後米国財政の

趨勢から逃れることはできなかったようである．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注
　1）　B．Friedman（1988）p．133（訳p．142）。

　2）’

（1989）pp．1285－1286．

　3）

　4）　Peters（1991）p．89．

　5）

sett（1982）およびMintz（1989）．

‘6）　Calleo（1992）p．240，　n．31．

　7）

的根拠にして制度を導入した経緯からきている．

　8）Munne11（1977），p．95．

　9）．

（訳p．265）．

　10）
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Bπ⑫’げ’酔ひSGo彬㍑魏8撹．各誌．　Mintz

Calleo（1992）PP．54－55，　SanderSon（1989）P．1Z

Domke，　Eichenberg）and　Kelleher（1983），　Rus・

違憲判決を避けるために，連邦政府の課税権を法

Eσo〃。η3’6Rqウ。π（ゾ漉θ舳漉”’（1993＞，p．260

　　　こ4では立ち入らないが，メディケア，メディケ
イド成立についての時代背景の分析は，広井良典（1992）

第二章第一節を参照．

　11）1987年には老齢者の医療コストの45％をメデ
ィケアがまかなった．、Eヒ0η0吻あR¢ρ0κ（ゾ魏6　P鷹歩

4θ螂（1992），Box　4－3．・

　12）広井（1992）p．48．

　13）　同上pp．46－47およびp．50．

　14）OECD（1992）pp．101－108を参照した．
　15）　五冶。πo〃3ゴ01～匂ウ。κρプ〃惚P7㏄‘吻〃’（1993）P，128．

　16）　ここではmoral　hazardとかadverse　selection

．といった問題には立入らない．

　17）　E60πo〃盆6」R句ウ。π（ゾ云加P螂ゴ46η’（1993）P。146．

　18）　OECD（1992）p．104．

　19）Fox（1986）p．208およびp．210．
　20）　U．S．D．0．C．（1991），No．217．

　21）　同上．

　22）　UNESCO作成の先進工業諸国教育支出データ
は，他の国については政府（公共）支出のみで与えらμて

いるが，米国と日本だけは政府・民間込みの統計となっ

ており，意味のある国際比較は日米間でしか行えない，

もっとも，日本は，民間支出込みでも先進国最低の高等

教育投資水準であるので，比較の意味が薄いかもしれな

い。

　23）　UNESOO（U．S．D．0．C．（1991）），No．1444．

　24）　Etzioni（1989）p．52．

　25）　人的資源支出の他の2つの様態，所得保障と退

役軍人給付は，今回は省略する．
　26）　Bπ伽’②r漉θ　こ入S．（弛びθ7π〃昭η’（1992），Sup・

plement　February，　Part　5，　Table　10．2．．

　27）　Pechman（1987）p．2．

　28）　しばしば誤訳されるが，IRSから送られてくる

Fomに必要事項を書いて送り返す申告書をtax
returnsと呼ぶ．「税金還付」などという「訳」がある．

　29）　OECD（19＄9）p．182．

　30）　βπ晦θ’qプ　漉θ　こ入．S．　Gozノ〃72〃z召23’Fy　1993，

Supplement　February　1992，　Part　5，　Table　1－3．
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